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はじめに

平成 年 月に策定された「東京都地域医療構想」では、人口推計から見た
東京の特性として、 年に向けて人口が増加すること、特に後期高齢者の増
加が著しく、高齢者単独世帯の割合も上昇することなどが挙げられており、これ
から増大する医療需要に的確に応え、将来にわたって東京の医療提供体制を維
持・発展させ「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる『東京』」
を実現するための「４つの基本目標」 が掲げられています。

北区においても、後期高齢者人口の増加や、医療の高度化・専門化、患者を取
り巻く社会環境の変化等に伴い、在宅療養を含む医療需要の一層の増加が見込
まれており、乳幼児、高齢者、障害者を含めたすべての区民が身近な地域で必要
な医療を適切に受けられるよう、保健医療や在宅療養を支える体制の整備、医療
環境の充実が求められています。

さらには、令和元年末に中国を端に発生した新型コロナウイルス感染症により、
振興・再興感染症の拡大による有事における医療提供体制の確保という新たな
課題も浮き彫りになっています。

本報告書は、東京都地域医療構想の推進に向けた基礎自治体の役割を果たす
ため、国・都・区が保有する既存データ等を用いて、北区の医療環境や人口動態
等を見据えた受療動向等、地域の実情をきめ細かく調査分析し、在宅療養を含め
た地域の医療体制確保に向けた検討の資料として、令和元年度に取りまとめた
医療環境基礎調査を、さらに深く掘り下げて調査・分析し、結果をまとめたもの
です。

Ⅰ 高度医療・先進的な医療提供体制の将来にわたる進展
～大学病院等が集積する東京の「強み」を生かした、医療水準のさらなる向上～
Ⅱ 東京の特性を生かした切れ目のない医療連携システムの構築
～高度急性期から在宅療養に至るまで、東京の医療資源を最大限活用した医療連携の推進～
Ⅲ 地域包括ケアシステムにおける治し、支える医療の充実
～誰もが住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域全体で治し、支える「地域完結型」医療の確立～
Ⅳ 安心して暮らせる東京を築く人材の確保・育成
～医療水準の高度化に資する人材や高齢社会を支える人材が活躍する社会の実現～



序章 背  景

１ 地域特性

・ 北区は豊島区、板橋区、練馬区とともに区西北部保健医療圏に属している。周辺自治体
は、足立区、荒川区、台東区、豊島区、文京区、板橋区、川口市、戸田市であり、一部埼
玉県に隣接している（図表 序 ）。

・ 地理的特性として、交通の利便性が高く、住民が受療する医療機関の範囲は広い。
・ 地理的条件や社会的慣行を踏まえ、北区全域を赤羽圏域（浮間地区、赤羽西地区、赤羽東
地区）、王子圏域（王子西地区、王子東地区）、滝野川圏域（滝野川西地区、滝野川東地
区）の 圏域・ 地区に分類している。

・ 高齢化率が令和 年 月現在、 ％と東京 区内で 番目に高く、特に後期高齢者人口
（ 歳以上）の増加により、後期高齢者人口が前期高齢者人口を上回っている。年少人口
も 区内では 番目に低く、将来的には減少することが推定されている。

図表 序 ：北区の地理的状況

（旅のもと より）



２ 人口構成・推計

・ 北区の令和 年 月現在の人口は 人で、昨年と比較するとやや減少した。（図表
序 ）。年齢区分別にみると、年少人口（ ～ 歳）は 、生産年齢人口（ ～
歳）は 、老年人口（ 歳以上）は である、年少人口と生産年齢人口は東京都
と比べてやや低い割合、老年人口は高い割合（ 区内で 番目）である（図表 序 ）。

・ 北区の人口推計（平成 年推計）（図表 序 ）では、年少人口（ ～ 歳）の割合は、東
京都とほぼ同程度の割合を維持して推移する。生産年齢人口（ ～ 歳）の割合は、令和
年まで緩やかな増加が見込まれ、東京都の割合よりも高くなるものの、その後減少す

る。老年人口（ 歳以上）の割合は、令和 年まで減少するが、その後増加する。
・ 高齢者人口（ 歳以上）並びに後期高齢者人口（ 歳以上）に占める 歳以上人口の割
合も増加傾向で、令和 （ ）年には、 歳以上人口に占める 歳以上人口は、
％、 歳以上人口に占める 歳以上人口は ％になるものと推計される（図表 序
）。

・ 東京都福祉保健局の統計データによると、北区の令和元年の出生数は 人、出生率は
、合計特殊出生率は であり、東京都区部（令和元年 出生率 、合計特殊出生率
）と同程度である。

図表 序 ：人口の推移（単位 人）
年 北区 東京都

平成 年
平成 年
平成 年
平成 年
令和 年
令和 年

資料：住民基本台帳 各年 月時点

図表 序 ：人口構成比

資料：住民基本台帳 令和 年 月時点



図表 序 ：年齢 区分別人口の将来推計 （単位 ）

資料：国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口（平成 年推計）を元に作成

図表 序 ： ～ 、 ～ 、 歳以上人口の推移

資料：住民基本台帳：各年 月１日現在（令和３年以降は推計値）

歳（北区） 歳（北区）
歳以上 北区 歳（東京都）
歳（東京都） 歳以上 東京都）
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小括 （序章） 

 北区は複数の区および埼玉県（川口市）と接しており、交通の便がよく、区外の医療施設等への

アクセスもよいため、区外の医療環境なども考慮する必要がある。

 北区の年少人口と生産年齢人口の割合は東京都と比べてやや低く、老年人口の割合は高い。

将来推計では令和 12 年以降、生産年齢人口が減少し、老年人口が増加する。

 85 歳以上人口および高齢者に占める 85 歳以上の割合は増加傾向にある。

 東京都特別区の中でも高齢化率が高く、今後、医療介護福祉の課題がさらに大きくなると予想さ

れる。



第1章 健康状態の概要

1 死因・平均寿命

・ 主要疾患標準化死亡比は、悪性新生物および心疾患においては、特別区平均および東京都
より高く、脳血管疾患については女性が、肺炎については男性がそれぞれ特別区平均およ
び東京都より高い。（図表 ）。

・ 平成 年度の主要死因は、悪性新生物、心疾患（高血圧性を除く）、肺炎の順である（図
表 ）。

・ 厚生労働省発表の平成 年市区町村別生命表の概況によると、北区の平均寿命は、男性
歳、女性 歳であり、東京都区部（男性 歳、女性 歳）と比較して大きな

差はない。

図表 ：主要疾患標準化死亡比の比較（北区・特別区平均・東京都）

資料：厚生労働省 平成 年人口動態保健所・市区町村別統計

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
悪性新生物 心疾患 高血圧性を除く 肺炎 脳血管疾患

北区 特別区平均 東京都



図表 ：北区主要死因の割合（令和 年、単位 ）

北区保健予防課資料より

2 生活習慣病

 北区の国民健康保険被保険者における生活習慣病対象者は、令和 年に を占めており、
令和元年の ％と比較すると微減している。個々の疾病別にみても微減傾向であるが、人
工透析と糖尿病は微増であった（図表 ）。

 より細かく見ていくと、糖尿病で服薬している割合は ～ 歳、 歳でそれぞれ都平
均より約 倍多い。また、脳卒中の既往歴がある割合は 歳で、心臓病の既往歴があ
る割合は 歳、 歳でそれぞれ都平均より約 倍、約 倍多い（図表 ）。
歳以上は、東京都とほぼ同程度かわずかに高い程度であることから、若年層の生活習慣病が
問題であることがわかる。

図表 ：北区における生活習慣病受診者の割合

被保険者数
生活習慣病
対象者

脳血管
疾患

虚血性
心疾患

人工透析 糖尿病 高血圧

令和元年度
令和 年度
資料：北区 データより作成

悪性新生物

心疾患

老衰
脳血管疾患

肺炎

不慮の事故
腎不全

肝疾患

自殺

その他



図表 ：北区と東京都における生活習慣病既往歴の比較（令和元年）
生活習慣病

単位％
歳 歳 歳 歳

北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都

糖尿病（服薬）

脳卒中（既往歴）

心臓病（既往歴）

生活習慣病
単位％

歳 歳 歳 歳

北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都

糖尿病（服薬）

脳卒中（既往歴）

心臓病（既往歴）

下線は北区が東京都より高いもの

資料：北区 データより作成

小括 （第 1 章 1・2） 

 主要疾患の標準化死亡比を特別区平均および東京都と比較すると、特に北区男性の死亡比が

高い。北区の主要死因 1 位はがん（悪性新生物）で、これは男女ともに標準化死亡比も高い。 

 糖尿病、脳卒中、心臓病の既往は、若い年代において東京都全体よりも高い。 

 これらのことから、がんや循環器等の罹患や死亡を高めるなんらかの要因があると推測される。 



3 特定健康診査等に関する所見

健診受診の有無別医療費

 東京都の健診受診者と未受診者における生活習慣病等の一人当たりの医療費を比較すると、
健診未受診者の医療費が高くなる傾向にあり、これは北区も同様である。

 生活習慣病患者における健診受診者、未受診者の一人当たり医療費を比較すると（図表 ）、
健診未受診の生活習慣病患者の一人当たり医療費は東京都とほぼ同等であるが、健診を受診
している生活習慣病患者の一人当たり医療費と比較すると、医療費が高いことが分かる。

図表 ：健診受診者・未受診者における生活習慣病等の一人当たりの年間医療費（単位：円）

資料：北区 データより作成

健診受診率と生活習慣

 北区における特定健診受診率（令和元年）は と、都平均の を上回っているが、
受診勧奨者の医療機関受診率は と都平均の を下回っている。

 健康診断時の質問調査票における過去 年間の経年変化を見ると、以下項目でいずれの年も
都平均を上回っている。

 生活習慣改善意欲についてはいずれの年も都平均より高いが、改善行動を起こしている割合
については都平均よりも低く、意欲が実際の行動に結びついていない状況が推察される。

 令和元年度の特定健診結果有所見率において、メタボ該当者の数は都平均とほぼ同等であっ

受診者 未受診者
北区 東京都

◇飲酒量 ◇喫煙有り

◇ 歳時体重から ㎏以上増加 ◇ 回 分以上の運動習慣無し

◇ 回 時間以上の運動習慣無し



たが、メタボ予備群の数が都平均 ％に対し、北区は ％とやや上回っている。
 また、メタボリックシンドロームの診断基準である腹囲、血糖、血圧、脂質のいずれも都平
均を上回っており、将来的なメタボ患者の増加が懸念される。

図表 ：メタボリックシンドローム診断基準の有所見率（令和元年）

メタボ該当 メタボ予備群 腹囲 血糖 血圧 脂質

北区

東京都

下線は北区が東京都より高いもの

資料：北区 データより作成

飲酒習慣

 国保データベースによると、飲酒頻度については北区と東京都でほとんど差がない。
 しかし、一日の飲酒量を比較すると、一日の飲酒量が１合未満と回答した人の数は都平均を下
回るものの、一日２合以上と回答した人の数は都平均を大きく上回った。

 特に北区の女性の飲酒量が都平均と比較すると多く、 歳、 歳、 歳、
歳でそれぞれ都平均の約 倍となっている。

 一件当たり医療費点数が比較対象より高い疾病にアルコール性肝障害があり、これは都平均
の約 倍である（北区 点、東京都平均 点）。

図表 ： 歳男女の一日の飲酒量の比較（北区・東京都）（％）

資料：北区 データより作成

北区 東京都 北区 東京都

合 合 合以上

男性 女性



がん検診

 東京都福祉保健局の統計データによると、北区のがん検診の受診率はいずれのがんにおいて
も都平均を下回っている。（肺がん検診は未実施）

 要精検率においてはいずれのがんにおいても都平均を上回っており、胃がん、大腸がん、子
宮頸がんにおいて国が示す許容値 を越している。（肺がん検診は未実施）

 精検受診率については胃がん、子宮頸がんで都平均を下回っている。（肺がん検診は未実施）

図表 ：がん検診 受診率（平成 年度）

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん

北区 未実施 ％ ％ ％

東京都 ％ ％ ％ ％

資料：東京都福祉保健局 がん検診の統計データより作成

図表 ：がん検診 要精検率（平成 年度）

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん

北区 未実施 ％ ％ ％

東京都 ％ ％ ％ ％

資料：東京都福祉保健局 がん検診の統計データより作成

図表 ：がん検診 精検受診率（平成 年度）

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん

北区 未実施 ％ ％ ％

東京都 ％ ％ ％ ％
資料：東京都福祉保健局 がん検診の統計データより作成

許容値：精度管理の優良な地域 ％の上限値を参考に国が設定した最低限の基準。



小括 （第 1 章 3） 

 特定健康診査の受診者は未受診者に比較して、生活習慣病等の医療費が低く、健康診査が医

療費を適正化することに一定程度寄与していると考えられる。 

 健診受診率と比較して受診勧奨者の医療機関受診率が低く、十分な受診勧奨ができていない可

能性がある。 

 メタボ予備群をはじめ、腹囲、血糖、血圧、脂質のリスクを持つ者が、都平均に比較して高い割

合である。飲酒量は都平均を上回っており、特に女性の飲酒量が多いなど、不健康な生活習慣

がその背景のひとつであると考えられる。 

 がん検診では、都平均に比較して検診受診率が低く、要精検率が高い。このことから、がん検診

の低い受診率が、要精検率や死亡率の高さに関係している可能性がある。 

 これらのことから、特定健診やがん検診の受診勧奨、健診受診後の医療機関への受診勧奨、飲

酒等の生活習慣の改善等が、区民の健康状態の改善ならびに医療費の適正化に結び付くこと

が推測される。 



4 一人当たりの医療費

 国民健康保険の平成 年度のレセプトデータより、一人当たりの医療費を算出し比較す
ると、外来医療費は、東京都の平均とほぼ同程度であるが、国全体に比べると低い。
（図表 ）。

 入院医療費については、東京都の平均を上回っているが、国全体に比べると低い。
（図表 ）。

 なお、特別区の他の区と比較すると、外来の一人当たり医療費は特別区内で 番目に高
く、入院の一人当たり医療費は 番目に高い（北区国保年金課集計データ）。

 一人当たりの入院医療費点数を都平均と比較すると、肺がんで約 倍、関節疾患で約
倍高い（図表 ）。

 また、慢性腎臓病（透析有）については、入院医療費点数で約 倍、外来医療費点数で約
倍都平均より高い（図表 、 ）。

 生活習慣病の入院および外来医療費点数が最も高いのが、がんである（図表 ）。
 疾病別医療費分析の比較では、被保険者千人当たりのレセプト件数（がん・入院）が
歳と 歳で都平均の約 倍となっている（図表 ）。

図表 ：年間一人当たりの医療費（平成 年度） （円）

北区 東京都 国

外来

入院
資料：平成 年度 「健康スコアリング 医療 」

図表 ：一人あたり疾病別入院医療費点数 上位５疾患（令和元年度）（千点）
疾 病 北区 東京都

統合失調症

慢性腎臓病 透析有

肺がん

関節疾患

骨折

資料：北区 データより作成



図表 ：一人当たり疾病別外来医療費点数 上位５疾患（令和元年度）（千点）
疾 病 北区 東京都

慢性腎臓病 透析有

糖尿病

高血圧

脂質異常症

関節疾患

資料：北区 データより作成

図表 ：生活習慣病の医療費分析（最大医療資源傷病名による）

資料：北区 データより作成

図表 ：疾病別医療費分析（がん・入院）
被保険者千人当たり

レセプト件数

歳 歳 歳 歳

北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都 北区 東京都

がん（入院）

資料：北区 データより作成

がん

筋・骨格精神

慢性腎臓病（透
析有）

糖尿病

高血圧症

その他
北区

がん 筋・骨格 精神 慢性腎臓病（透析有） 糖尿病 高血圧症 その他



小括 （第 1 章 4） 

 北区の外来・入院の一人当たり医療費は特別区の中で高い傾向にあり、特に慢性腎臓病（透析

有）の一人当たり医療費は、外来・入院ともに都平均より高い。 

 生活習慣病のうち、医療費が最も高いのががん（悪性新生物）であり、東京都全体と比較しても

入院医療費は高い。 

 医療費の高い要因について、より詳しく検討する必要がある。 



第2章 北区および周辺区の医療環境

 病床数

・ 東京都地域医療構想（平成 年 月）では病床の機能区分（図表 ）を高度急性期機能
から慢性期機能に分け、現状、予定、必要量等を示している。

・ 平成 年 月 日時点での区西北部保健医療圏の病床の状況と 年後（令和 年）の予
定（図表 ）と、必要量の推計（図表 ）を比較すると、高度急性期機能、急性期機
能の病床数は十分であるものの、回復期機能および慢性期機能の病床数が 年後の予定病
床数では不足することが予測される。

・ 地域医療構想における策定時（平成 年度）、将来（令和 年予定）および令和 年必要
病床数の割合をみると（図表 ）、区西北部および北区で、令和 年の必要病床数に比較
して回復期と慢性期の病床の割合が少ないことがわかる。

図表 ：病床の機能区分
区 分 機 能

高度急性期機能 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い
医療を提供する機能

急性期機能 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回復期機能 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーショ
ンを提供する機能

慢性期機能 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

図表 ：区西北部保健医療圏の病床の状況と 年後の予定（平成 年 月 日時点

計
高度
急性期

急性期 回復期 慢性期
休棟
等

平成 年
区西北部

うち 北区

令和 年
（予定）

区西北部

うち 北区

資料：東京都福祉保健局 平成 年報告 区西北部保健医療圏における医療機能ごとの病床の状況



図表 ：区西北部保健医療圏の令和 年（ 年）の病床数の必要量等
（上段：人 日、下段：床）

高度急性
期機能

急性期
機能

回復期
機能

慢性期
機能 在宅医療等 （再掲）

訪問診療のみ

患者数

病床数
注）高度急性期機能から慢性期機能までは、いずれも医療機関所在地ベースで、在宅医療等については、患
者住所地ベースで将来の必要量を推計。

資料：東京都地域医療構想（平成 年７月）

図表 ：
区西北部保健医療圏の病床数の構成割合と 年後の予定および令和 年必要病床数推計

（平成 年 月 日時点）

令和 年必要病床数は区西北部のみで示されており、北区の数値はなし。
資料：東京都地域医療構想（平成 年７月）

区西北部 北区 区西北部 北区 区西北部

平成 年

慢性期 回復期 急性期 高度急性期

令和 年 令和 年



◎構想区域の特徴
・ 東京都地域医療構想の構想区域の特徴（図表 ）によると、回復期機能の病床数は隣接
区域も含めると完結率 は高く、回復期リハビリテーション病床数も都平均に比べて多い。
また、慢性期機能の自構想区域完結率は区部で２番目に高い。

・ 平成 年 月 日現在の病床数を人口 万人当たりで比較すると、病床総数は、北区
および区西北部保健医療圏は東京都よりも少ない状況である。一般病床数は、東京都より
はやや少ないものの、北区は区西北部保健医療圏よりもやや多い。療養病床・精神病床に
ついては、区西北部保健医療圏には東京都と同程度の病床数があるが、北区は少ない（図
表 ）。

図表 ：区西北部保健医療圏 構想区域の特徴
高度急性期機能

・ 特定機能病院が 施設 大学病院本院は 施設 所在
・ 自構想区域完結率は で、区部で 番目に高く、都内隣接区域を含めると

急性期機能

・ 自構想区域完結率は で都内隣接区域を含めると と都内で最も高い。
・ 高度急性期機能から引き続き入院する患者も含めて、埼玉県からの流入が多く、流入患
者の約 割を占める。

回復期機能

・ 自構想区域完結率は で、都内隣接区域を含めると と高い。
・ 人口 万人当たりの回復期リハビリテーション病床数は、都平均の約 倍で都内構
想区域で最も多い。

慢性期機能

・ 人口 万人当たりの障害者施設等入院基本料を算定している病床数は、都平均の約
倍、特殊疾患入院料を算定している病床は、都平均の約 倍

・ 自構想区域完結率は と区部で 番目に高く、都内隣接区域を含めると
・ 埼玉県への流出が多く、流出患者の約 割を占める。

資料：東京都地域医療構想（平成 年７月）

完結率：当該の構想区域で受診している割合



図表 ：東京都および区西北部保健医療圏内の病床数

区分
病床数 人口 万対病床数

北区 区西北部 東京都 北区 区西北部 東京都
病院病床総数

一般病床

療養病床

精神病床

結核病床 －

感染症病床 －
資料：厚生労働省 医療施設調査 平成 年 月 日

小括（第 2 章 1） 

 地域医療構想の中で、将来に向けて、北区を含む区西北部構想区域（医療圏）における病床の

機能分化（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）が進められている。

 区西北部区域全体では、大学病院等もあることから、高度急性期および急性期の割合が高く、

また、すべての機能で完結率が高い。 

 ただし、区西北部区域では、回復機能および慢性機能の病床数が少なく、将来的にも必要数に

比較して不足することが予測される。



  病院および診療所の数

・ 区内には病院が 施設あり、うち、精神科病院が２施設、療養病床を有する病院は６施設
である。一般診療所は 施設あり、うち、有床診療所は 施設ある（図表 ）。

・ 床以上の大規模な病院はなく、 床未満の病院が多い（図表 ）。
・ 診療科別、指定病院等の病院数の詳細については第 章「北区および周辺の医療提供状況」
にて記載する。

図表 ：東京都および区西北部保健医療圏内の施設数
区 分 北区 区西北部 東京都

病院総数

一般病院

精神科病院

【再掲】地域医療支援病院

【再掲】救急告示病院
【再掲】療養病床を有する病
院
一般診療所

【再掲】有床診療所
資料：厚生労働省 医療施設調査 平成 年 月 日

図表 ：北区内の病床規模別病院数
区 分 床 床 床 床 床以上

一般病床

療養病床

精神病床

資料：関東信越厚生局 保険医療機関一覧 令和 年 月



３ 機能区分ごとの病院の築年数

 減価償却資産の耐用年数等に関する省令 によると、病院の法定耐用年数は、（鉄骨）鉄筋コ
ンクリート造の病院用で 年であり、事務所用の 年、住宅用の 年よりも短い。ここ
では、数年後に耐用年数を超えることを想定した築 年を基準として区分した。

 区内に ある病院のうち、 病院で築年数が 年を超えている。
 機能区分ごとに見ると、高度急性期と急性期ではほぼすべてが築 年未満に対して、回復
期で 、慢性期では の病床が築 年以上で、これらの病床の施設が経年劣化し
ている可能性がある（図表 ）。

 将来的な需要が見込まれる慢性期病床を抱える病棟の築年数や法定年数を踏まえると、建て
替えを検討する病院も少なくないと言える。

図表 ：北区内の機能区分別病院築年数
合計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期

築 年未満
（ ）

築 年以上
（ ）

病床機能は、地域医療構想における令和 年の数値を用いた。

小括（第 2 章 2・3） 

 北区では中小規模の病院が多いが、区西北部保健医療圏を含めると、一般病床、精神病床、診

療所等の医療機関は整備されている。 

 慢性期病床の半数以上が経年劣化している可能性があり、将来的な需要増加が見込まれる慢

性病床の安定した供給のためにも、病院の法定耐用年数に照らし合わせた調査が必要である。

減価償却資産の耐用年数等に関する省令：課税の公平性を図るために設けられた減価償却資産の耐用年数に関
する基準



第3章 北区および周辺の医療提供状況

１ 施設種類別の病院および診療所の数

・ 診療所の診療科目別の施設数を、人口 万人当たりで比較してみると、北区や区西北部保
健医療圏は東京都に比べて、診療所の内科系・外科系・産婦人科系・皮膚科系・眼科系・精
神科系が少なく、小児科系がやや多い。また、北区は区西北部保健医療圏や東京都と比べ
て、病院や薬局の数がやや多く、一般診療所がやや少ない（図表 ）。

図表 ：施設種類別の数

資料：日本医師会 地域医療情報システムより 年 月現在の医療機関情報の集計値（人口 万人当た
りは、 年国勢調査総人口にて計算）

施設種類
施設数 人口 万人対施設数

北区 区西北部 東京都 北区 区西北部 東京都

一般診療所

診
療
科
目
分
類

内科系診療所

外科系診療所

小児科系診療所

産婦人科系診療所

皮膚科系診療所

眼科系診療所

耳鼻咽喉科系診療所

精神科系診療所

病院

歯科

薬局



２ 病院の指定等の状況

・ 病院の指定等の状況（図表 ）をみると、北区には特定機能病院 はなく、救急医療に関し
ては救命救急センターがない。専門医療に関しては、がん診療連携拠点病院がないが、脳卒
中の急性期に対応する病院や心臓疾患専門治療施設である ネットワーク参画施設や周
産期連携病院がある。

図表 ：区西北部保健医療圏内 病院の指定等の数
区分 指定等 北区 板橋区 豊島区 練馬区

機能区分 特定機能病院

救急医療

救命救急センター
二 次 救
急 指 定
病院

内科 外科

小児科

専門医療

脳卒中
急性期

回復期・維持期

ネットワーク参画施設

がん
医療

都道府県がん診療連携拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

地域がん診療病院

東京都がん診療連携拠点病院

東京都がん診療連携協力病院

周産期
周産母子医療センター

周産期連携病院

（ を含む）の病床がある病院

災害拠点病
院

災害拠点病院

災害拠点連携病院
資料：東京都福祉保健局のサイトより以下

東京都救命救急センター一覧（令和 年 月 日現在）
東京都指定二次救急医療機関一覧 （令和 年 月 日現在）
東京都脳卒中急性期医療機関リスト（令和 年 月 日現在）
東京都保健医療計画 脳卒中の医療機能を担う医療機関（回復期・維持期 平成 年 月 日現在）
東京都 ネットワーク参画施設一覧 令和 年 月 日現在
がん診療連携拠点病院・地域がん診療病院・東京都がん診療連携拠点病院・東京都がん診療連携拠点病院
一覧（令和 年 月 日現在）
東京都周産期母子医療センターおよび周産期連携病院の現況（令和 年 月 日現在）
東京都災害拠点病院一覧（令和 年 月 日現在）
東京都災害拠点連携病院一覧（令和 年 月 日現在）

特定機能病院：高度の医療提供、高度の医療技術の開発及び研修実施能力を備えた病院として厚生労働大臣が
個別に承認



小括（第 3 章 1・2） 

 北区には特定機能病院がないなど、高度な医療資源は限定されるが、2 つの大学付属病院のあ

る板橋区をはじめとした区西北部保健医療圏でみると、救急医療、各種専門医療、災害医療に

対応した施設が整っている。 

 そうした医療圏の中で、区としてどのような機能の医療資源が必要かを検討する必要がある。



３ 脳卒中

・脳卒中発症の疑われる患者が迅速かつ適切な急性期治療を受けることができる体制を確保す
るため、東京都は東京都脳卒中急性期医療機関を認定している。東京都脳卒中急性期医療機
関（図表 ）は、区西北部保健医療圏内には 施設、北区内には 施設あり、北区内の
施設はいずれも 治療 を実施している。

図表 ：東京都脳卒中急性期医療機関リスト（区西北部保健医療圏内）

「 の実施あり」の欄「○」は、 治療実施に必要な体制が整備されている医療機関を表す。
資料：東京都脳卒中急性期医療機関リスト（令和 年 月 日現在）

治療：急性期の脳梗塞治療で、発症後 時間以内に遺伝子組み換え型 （組織プラスミノーゲン・
アクチベーター）製剤（薬剤名：アルテプラーゼ）の静脈内投与による血栓溶解療法。本治療のための体制整備
があることは、脳梗塞に対する急性期の治療が可能かどうかの目安となる。

の実施あり 所在地 施設名
〇 北区 東京北医療センター
〇 北区 明理会中央総合病院
〇 北区 花と森の東京病院
〇 豊島区 東京都立大塚病院

豊島区 長汐病院
板橋区 小豆沢病院
板橋区 板橋区医師会病院

〇 板橋区 板橋中央総合病院
板橋区 金子病院
板橋区 小林病院

〇 板橋区 帝京大学医学部附属病院
〇 板橋区 東京都健康長寿医療センター
〇 板橋区 常盤台外科病院
〇 板橋区 保健医療公社豊島病院
〇 板橋区 日本大学医学部附属板橋病院

板橋区 安田病院
〇 板橋区 高島平中央総合病院
〇 練馬区 順天堂大学医学部附属練馬病院
〇 練馬区 田中脳神経外科病院
〇 練馬区 練馬光が丘病院
〇 練馬区 練馬総合病院



４ 急性心筋梗塞

・ 急性心筋梗塞を中心とする急性心血管疾患に対し、迅速な救急搬送と専門施設への患者収容
を目的に、 年に東京都に組織された「東京都 ネット―ワーク」は、東京都全域の
心臓救急に携わる主要医療機関を包括してネットワークとして組織化し、心臓疾患専門治療
施設として 施設（令和 年 月 日現在）を東京都 ネットワーク参画医療機関と
している。区西北部保健医療圏内には 施設あり、区内には 施設ある。また、急性大動脈
スーパーネットワーク加盟施設（ 施設）のうち、緊急大動脈重点病院（ 施設） は、区
西北部保健医療圏内に 施設、緊急大動脈支援病院（ 施設） は 施設ある（図表 ）。

・ 北区レセプトデータ の分析による心筋梗塞の受療施設は、主に区内の東京北医療セン
ターと明理会中央総合病院であり、次に隣接区に位置する板橋区の帝京大学医学部附属病
院、文京区の日本医科大学附属病院が多い。

図表 ：東京都 ネットワーク参画医療機関（区西北部保健医療圏内）

※星印は急性大動脈スーパーネットワーク加盟施設を表す。
★緊急大動脈重点病院 ☆緊急大動脈支援病院
資料：東京都 ネットワーク参画施設一覧 令和 年 月 日現在

東京都 連絡協議会「緊急大動脈重点病院」 令和元年 月 日現在
東京都 連絡協議会「緊急大動脈支援病院」 令和元年 月 日現在

緊急大動脈重点病院：急性大動脈疾患の入院・手術を毎日 時間受入可能かつ、多数の実績ある病院。救急
隊が選定する最優先搬送施設。
緊急大動脈支援病院：急性大動脈疾患の入院・手術を優先的に受入可能な病院。救急隊が選定する、緊急大動
脈重点病院につづく準優先的搬送施設。

所在地 施設名
北区 東京北医療センター

☆ 北区 明理会中央総合病院

★ 板橋区 日本大学医学部附属板橋病院

★ 板橋区 帝京大学医学部附属病院

☆ 板橋区 東京都健康長寿医療センター（胃・大腸前立腺）

★ 板橋区 板橋中央総合病院（肺・大腸・肝）

板橋区 保健医療公社豊島病院

練馬区 順天堂大学医学部附属練馬病院

★ 練馬区 練馬光が丘病院



５ がん（悪性新生物）

・ 専門的ながん医療の提供等を行う医療機関の整備を図るとともに、がん診療の連携協力体制
の整備を図るほか、がん患者に対する相談支援及び情報提供を行うため、都道府県がん診療
連携拠点病院および地域がん診療連携拠点病院 が設置されている。

・ 東京都には、国のがん対策の中核的機関である国立がん研究センター中央病院、 か所の都
道府県がん診療連携拠点病院（東京都立駒込病院、がん研究会有明病院）、 か所の地域が
ん診療連携拠点病院がある。北区内には、がん診療に関する指定病院はないが、区西北部保
健医療圏の地域がん診療連携拠点病院は板橋区に 施設、東京都がん診療連携拠点病院は練
馬区に 施設、東京都がん診療連携協力病院が板橋区に 施設ある（図表 ）。その他、都
道府県がん診療連携拠点病院である都立駒込病院や、地域がん診療病院である東京女子医科
大学東医療センターは隣接する区に位置している。

図表 ：区西北部保健医療圏のがん診療連携拠点病院指定一覧

指 定 所在地 施設名

地域がん診療連携拠点病院
板橋区 帝京大学医学部附属病院

板橋区 日本大学医学部附属板橋病院

東京都がん診療連携拠点病院 練馬区 順天堂大学医学部附属練馬病院

東京都がん診療連携協力病院

板橋区 保健医療公社豊島病院（胃・大腸）

板橋区 東京都健康長寿医療センター
（胃・大腸前立腺）

板橋区 板橋中央総合病院（肺・大腸・肝）
資料：がん診療連携拠点病院・地域がん診療病院・東京都がん診療連携拠点病院・東京都がん診療連携拠点

病院一覧（令和 年 月 日現在）

◎周産期医療体制、災害医療体制の詳細ついては、それぞれ第 章「出産の現状および周産期医
療体制」、第 章「災害医療体制」にて記載する。

通常、都道府県がん診療連携拠点病院は都道府県に か所、地域がん診療連携拠点病院は二次保健医療圏に
か所、都道府県が推薦し、国が指定する。



小括（第 3 章 3・4・5） 

 地域医療計画でも示されている脳卒中、心臓病、がん（悪性新生物）の医療については、北区の

みでは不十分なところがあるが、板橋区、豊島区、練馬区を含めた区西北部保健医療圏では、

いずれの疾病もある程度十分な施設と機能があると考えられる。 

 それぞれの疾病等における実際の受療行動は次章以降で検討する。
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第4章 主な疾病の受療動向

北区の患者の受療動向を国民健康保険診療報酬明細書（レセプト）（以下、「国保」） および後
期高齢者医療制度診療報酬明細書（レセプト）（以下、「後期高齢者」） により分析を行った。

１ 疾患別の受療人数

 平成 年 月 日～令和 年 月 日の データ を年度別・疾患別に分析した。
 対象病院での受療人数は、平成 年度に比べて令和元年度は、脳卒中、大腿骨頸部骨
折、悪性新生物 肺がん、乳がん、大腸がん、子宮がん で増えていた（図表 、 ）。

 特に、後期高齢者の脳卒中、大腿骨頸部骨折が増えており、国保加入者および後期高齢者の
両方で、乳がん、子宮がんの受療が増加していた。がんの中で受療している人数が一番多い
のは、大腸がんであった（図表 、図表 ）。

図表 ：国保加入者・後期高齢者の年度別・疾患別の受療人数 （ データ）：脳卒中、
心筋梗塞、大腿骨頸部骨折、悪性新生物

年度 保険 脳卒中 心筋梗塞 大腿骨頸部骨折 悪性新生物

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

令和元年度
国保
後期
合計

国保の対象は 歳以下
後期高齢者の対象は 歳以上

データ： は （診断群分類）の略。診断群分類包括評価では、
に基づき、１日あたりの定額支払いとなる。 データにより、ある程度正確な診断名が把握できる。



図表 ：国保加入者・後期高齢者の年度別・疾患別の受療人数 （ データ）：悪性新生物
部位別

年度 保険 肺がん 乳がん 胃がん 大腸がん 肝臓がん 子宮がん

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

令和元年度
国保
後期
合計

図表 ：国保加入者 疾患別受療人数の推移

脳卒中 心筋梗塞 大腿骨頸部骨折
肺がん 乳がん 胃がん
大腸がん 肝臓がん 子宮がん



図表 ：後期高齢者 疾患別受療人数の推移

小括（第 4 章 1） 

 脳卒中、心筋梗塞、悪性新生物・がん（部位別含む）、大腿骨頸部骨折において、多少の変動は

あるものの、経年的に大きな増減は認められなかった。 

 その中で、後期高齢者の大腿骨頸部骨折がやや増加傾向にあり、受療数の多い脳卒中やがん

とともに、医療需要の大きな疾病と考えられる。 

脳卒中 心筋梗塞 大腿骨頸部骨折 肺がん 乳がん
胃がん 大腸がん 肝臓がん 子宮がん



2 年度別・疾患別の受療施設の所在地

平成 年 月 日～令和 年 月 日の 年間 の データより、年度別および疾患
別に受療施設の所在地を分析した。

脳卒中・急性心筋梗塞

 脳卒中（図表 ）：国保加入者では５年間で大きな変動はなかった。

 急性心筋梗塞（図表 ）：国保加入者では、平成 年度に北区で受療している者が増えて
いるが、区西北部内で受療している者の割合は 程度と５年間大きな変動はなく、特に
令和元年度は区西北部内での受療が多かった。

 大腿骨頸部骨折（図表 ）：国保加入者では、年度別に変動はあるものの、北区内で ％、
区西北部内では、70－80％が受療している。令和元年度は、 区外での受療が多かった。

図表 ：脳卒中の年度別国保受療施設所在地 データ

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



図表 ：急性心筋梗塞の年度別国保受療施設所在地

図表 ：大腿骨頸部骨折の年度別国保受療施設所在地

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

データ

データ



がん（悪性新生物） 部位別

 胃がん（図表 ）：国保加入者では平成 年度に北区での受療が減っているが、他の年度
では変動はなく、区西北部内で ％程度受療している。

 乳がん（図表 ）：国保加入者では５年間で変動はなく、北区内で 程度、区西北部内
で ％程度であった。全てのがんの受療施設に比べて区西北部外で受療している者が多か
った。

 肺がん（図表 ）：国保加入者では５年間で変動はなく、北区内で ％未満、区西北部内
では、 ～ であり特に北区内での受療者が少なかった。

 肝臓がん（図表 ）：国保加入者では年度ごとにやや変動があるものの、北区内で ％程
度、区西北部内で ％程度と、全てのがんの受療施設と同じような割合となっていた。

 大腸がん（図表 ）：国保加入者では５年間変動はなく、北区内で ％程度、区西北部内
では ％程度であり、集計したがん全体に比べて、胃がんと同様に北区内および区西北部内
で受療している人数が多かった。

図表 ：胃がんの年度別国保受療施設所在地

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

データ



図表 ：乳がんの年度別国保受療施設所在地 データ

図表 ：肺がんの年度別国保受療施設所在地

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

データ



図表 ：肝臓がんの年度別国保受療施設所在地

図表 ：大腸がんの年度別国保受療施設所在地

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

データ

データ



小括（第 4 章 2） 

 区内での受療が比較的多い疾病は、脳卒中、急性心筋梗塞、大腿骨頸部骨折、胃がんで約

40％程度であった。一方、区内での受療が比較的低い疾病は、肺がん（10％未満）、肝臓がん

（約 15％）であった。 

 脳卒中、急性心筋梗塞、大腿骨頸部骨折では、約 3 分の 2 が区西北部保健医療圏で受療がな

されていた。がんは総じて約半数であった。

 年度によって多少の増減はあるものの、経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。 



3 がん（悪性新生物）および大腿骨頸部骨折の手術件数と実施病院の所在地

手術件数

 平成 年 月 日～令和 年 月 日の 年間 の データより、年度別および疾患
別に手術人数を集計した（図表 ）。

 対象病院での手術人数は、平成 年度に比べて令和元年度は、肺がん、乳がん、大腸
がん、肝臓がん、子宮がん、大腿骨頸部骨折で増えていた。特に、子宮がんで増加してい
た。がんの中で手術人数が一番多いのは、大腸がんであった。

図表 ：国保加入者・後期高齢者の年度別・各種がんおよび大腿骨頸部骨折の手術人数

年度 保険
肺
がん

乳
がん

胃
がん

大腸
がん

肝臓
がん

子宮
がん

悪性
新生物
合計

大腿骨
頸部骨
折

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

平成 年度
国保
後期
合計

令和元年度
国保
後期
合計



手術実施医療機関所在地

 肺がん（図表 ）：国保加入者では５年間で変動はなく、北区内で ％未満、区西北部内で
約 ％程度であり、受療施設とほぼ同様の結果であった。

 乳がん（図表 ）：国保加入者では５年間で変動はなく、北区内で 程度、区西北部内
で ％程度であり、受療施設とほぼ同様の結果であった。

 胃がん（図表 ）：国保加入者では年度で変動があり、平成 年度と平成 年度に区西
北部外での受療が増えているが、他の年度では同様の割合であり、区西北部内で ％程度で
あった。

 大腸がん（図表 ）：国保加入者では北区内で ％程度、区西北部内の割合は年度により
変動があるが平成 年度と令和元年度は ％程度であった。

 肝臓がん（図表 ）：件数としては他のがんと比べ少なめである。国保加入者では、手術実
施施設は、５年間で変動があるが、平成 年度から令和元年度の手術実施施設は、ほぼ同様
の割合で推移しており、北区内で ％程度、区西北部内で ％程度であった。

 大腿骨頸部骨折（図表 ）：国保加入者では年度別に変動があり、北区内で ％程度、区
西北部内は、 ～ 区外での
受療が多かった。

図表 ：肺がんの年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

％程度となっている。令和元年度は、他の年度に比較して、



図表 ：乳がんの年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

図表 ：胃がんの年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



図表 ：大腸がんの年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

図表 ：肝臓がんの年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



図表 ：
大腿骨頸部骨折の年度別国保手術実施医療機関所在地 データ

小括（第 4 章 3） 

 手術については、受療状況とほぼ同様で、肺がんと肝臓がんで区内医療機関での実施が少な

かった（それぞれ、5および10％程度）。がんのほぼ半数が、区西北部保健医療圏内医療施設で

実施されていた。経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。 

 大腿骨頸部骨折では、区内、区西北部保健医療圏、23 区内での手術が減少し、23 区外での手

術が多くなる傾向が見られた。 

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



4 脳梗塞および虚血性心疾患に対する治療の実施件数および実施病院の所在地

脳梗塞に対する による血栓溶解療法

 平成 年 月 日～令和 年 月 日の 年間の データより、 の処置コード
がついている対象を抽出した（図表 ～ ）。

 令和元年度は、脳梗塞による入院のうち による血栓溶解療法を実施していた割合は、
であった。件数が少ないため、年度別に変動があるものの、 による血栓溶解療法

は、国保加入者および後期高齢者全体のうち約 ～ が、北区内で実施されていた。

図表 ：脳梗塞の年度別入院人数と、 による血栓溶解療法の実施件数

年度
脳梗塞 入院人数 による血栓溶解療法の実施件数

国保 後期高齢 合計全件 国保 後期高齢 合計全件
平成 年度

平成 年度

平成 年度

令和元年度

図表 ： による血栓溶解療法の実施病院所在地 国保・後期高齢の合計 データ

治療：急性期の脳梗塞治療で、発症後 時間以内に遺伝子組み換え型 （組織プラスミノーゲン・
アクチベーター）製剤の静脈内投与による血栓溶解療法。本治療のための体制整備があることは、脳梗塞に対す
る急性期の治療が可能かどうかの目安となる。

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



図表 ： による血栓溶解療法の実施病院所在地 国保 データ

図表 ： による血栓溶解療法の実施病院所在地 後期高齢 データ

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈インターベンション（ ）

 平成 年 月 日～令和 年 月 日の 年間の データおよび医科レセプトデータ
より、経皮的冠動脈インターベンション（ ）の手術コードがついた対象を抽出した（図
表 ～ ）。

 虚血性心疾患の入院人数は データのみで抽出した。令和元年度の データのみで
算出すると、虚血性心疾患による入院のうち の実施は であった。（図表 ）

 の治療は、国保加入者および後期高齢者全体のうち約 は北区内で実施されてお
り、約 ％は区西北部内で実施されていた。国保加入者と後期高齢者を比べると、後期高
齢者は、区西北部内で治療を受けている傾向にあった。また、経年的には、平成 年度に
北区内での治療が増えていたが、他の年度はほぼ同じような割合で推移していた。（図表
～ ）

図表 ：
虚血性心疾患の年度別入院人数および経皮的冠動脈インターベンション（ ）の実施件数

虚血性心疾患
入院人数

経皮的冠動脈インターベンション（ ）の実施件数

医科レセプト
・医科レセプ

トの合計

国保
後期
高齢

計 国保
後期
高齢

計 国保
後期
高齢

計 国保
後期
高齢

計

平成 年度

平成 年度

平成 年度

令和元年度

虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈インターベンション（ ）：虚血性心疾患（心筋梗塞や狭心症）に対し
て、脚の付け根や腕などの血管から、カテーテルと呼ばれる細長い管を挿入して血管を押し拡げる治療。虚血性
心疾患に対する急性期の治療が可能かどうかの目安となる。



図表 ：経皮的冠動脈インターベンション（ ）実施病院の所在地（国保・後期高齢の合計
・医科レセプトデータ）

図表 ：経皮的冠動脈インターベンション（ ）実施病院の所在地（国保 データ）

北区 区西北部（北区以外） 区 区外 不明

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

北区 区西北部（北区以外） 区 区外 不明

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



図表 ：経皮的冠動脈インターベンション（ ）実施病院の所在地（後期高齢 ・医科
レセプトデータの合計）

小括（第 4 章 4） 

 脳梗塞に対する t-PA および虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈インターベンション（PCI）は、

いずれも半数程度が区内、3 分の 2程度が区西北部保健医療圏の医療機関で実施されていた。

経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。 

北区 区西北部（北区以外） 区 区外 不明

令和元年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度



5 生活習慣病患者の外来受療施設

 本節では、将来的な医療環境の需要を分析するための基礎情報を収集することを目的に、国
保加入者および後期高齢者の診療報酬明細書を用いて、生活習慣病患者の受療件数および受
療施設の所在地を分析した。所在地の調査単位は、北区および二次保健医療圏（板橋区・練
馬区・豊島区）、東京 区内、東京 区外とした。

 調査対象期間は令和 年（ 年） 月請求分とした。また今回は、 の流行に伴
う受療行動の変化も評価するために、生活習慣病全体の分析では、その前年である令和元年
（ 年） 月請求分の情報も分析対象とした。

 疾患の定義は、 コードの を高血圧症、 を糖尿病、 を脂質異常症と
した。

 生活習慣病患者全体および各疾患（高血圧症、糖尿病、脂質異常症）の外来受療件数（図表
）を見ると、令和 年の受療件数は国保 件、後期高齢者 件であり、令和

元年と比較して大きな変動はなかった。このことから、生活習慣病患者の受療動向について
は、 による環境変化の影響を受けにくかったことが推察される。

 令和 年（ 年）の生活習慣病患者の外来受療施設の所在地は、国保・後期高齢者ともに
北区の施設が約 、区西北部保健医療圏内の施設は であり、区西北部全体で 割
以上の受療件数を占めていた。この傾向は 流行前後で変化は見られなかった（図
表 ）。

 各年齢層の外来受療施設の所在地は、年齢層が高くなるほど北区内で受療する割合が高くな
る傾向があった（図表 ）。

 疾患別の外来受療施設の所在地は、いずれの疾患においても区西北部で約 割をカバーして
いた（図表 ）。

図表 ：生活習慣病患者の外来受療件数

種別 年 高血圧症 糖尿病 脂質異常症 全体

国保

令和元年
（ 年）
令和 年
（ 年）

後期高齢

令和元年
（ 年）
令和 年
（ 年）



図表 ：生活習慣病患者の外来受療施設所在地

図表 ：各年齢層における外来受療施設所在地（ 年）

年

年

北区 区西北部（北区除く） 区内（区西北部除く） 区外

歳代以上

歳代

歳代

歳代

歳代

歳代

歳代以下

北区 区西北部（北区除く） 区内（区西北部除く） 区外



図表 ：疾患別の外来受療施設所在地

小括（第 4 章 5） 

 2019 年から 2020 年にかけての主な生活習慣病患者の外来受療件数は国保、後期高齢者とも

に大きな差はなく、少なくともこの期間の生活習慣病については、COVID-19 の影響はさほど大

きくなかったと思われる。 

 生活習慣病の外来受療施設の所在地は、北区で約 7 割、西北部圏全体で約 8 割となっている。

また、疾患別の外来受療施設についても約 8 割が区西北部保健医療圏内で受診しているが、糖

尿病は他の疾患に比較して区外および圏域外が多い。

糖
尿
病

脂
質
異
常
症

高
血
圧
症

北区 区西北部（北区除く） 区内（区西北部除く） 区外



6 人工透析の外来および入院受療施設

 人工透析には透析方法として血液透析と腹膜透析がある。さらに透析を受療するには外来通
院、療養入院、在宅の３通りの方法がある。本節では以下の４項目について分析を行った。

 外来通院血液透析患者数および通院施設所在地：平成 年 月と令和 年 月の入院外レ
セプト（それぞれ 月請求分）をもとに、慢性維持透析患者外来医学管理料 、人工腎臓
（慢性維持透析 ）の算定がある患者を抽出した。その結果、令和 年 月時点では国
保 人、後期高齢者 人が確認された（図表 ）。さらに令和 年 月請求入院外レ
セプトから外来通院透析施設を分析した。その結果北区は国保、後期高齢者で 、

、区西北部を含めると 、 であった（図表 ）。

 血液透析患者の入院の受療施設所在地：令和 年 月請求分入院レセプトをもとに、人工腎
臓（慢性維持透析 ）の算定がある患者を抽出した。その結果国保で 人、後期高齢者
で 人の入院が確認された。入院先所在地については、北区は国保、後期高齢者で

、 、区西北部を含めると 、 であった（図表 ）。

 療養入院血液透析患者数および入院施設所在地：令和 年 月請求分入院レセプトをもと
に、慢性維持透析管理加算（療養病棟入院料１）の算定がある患者を抽出した。その結果国
保で 人、後期高齢者で 人の入院が確認された。入院先所在地については、北区を含む
区西北部は国保で 、後期高齢者で であった（図表 ）。

 在宅血液透析患者数、在宅腹膜透析患者数、療養入院腹膜透析患者数：在宅血液透析患者数
は令和 年 月請求分入院外レセプトで在宅血液透析指導管理料の算定がある患者、在宅腹
膜透析患者数は同月請求分入院外レセプトで在宅自己腹膜灌流指導管理料の算定がある患
者、療養入院腹膜透析患者数は同月請求分入院レセプトにおいて腹膜灌流（その他）の算定
がある患者を抽出した。その結果、在宅血液透析は国保で１人、在宅腹膜透析は国保 人、
後期高齢者 人、療養入院腹膜透析は国保で１人確認された。

図表 ：血液透析患者 外来通院透析患者数

国保 後期高齢者

平成 年 月

令和 年 月

入院外レセプトにて慢性維持透析患者外来医学管理料、人工腎臓（慢性維持透析 ）の算定がある対象者

慢性維持透析患者外来医学管理料：入院中の患者以外の慢性維持透析患者に対して検査の結果に基づき計画的
な医学管理を行った場合に算定（月 回）されるため、透析患者であると推測できる。



図表 ：血液透析 外来受療施設所在地 （令和 年 月）

※東京都の区外は該当なし

図表 ：血液透析 入院受療施設所在地 （令和 年 月）

70.1％

71.1％

69.2％

43.9％

46.5％

39.1％



図表 ：血液透析 療養入院受療施設所在地 （令和 年 月）

※東京都の区外は該当なし

15.0％

21.4％



7 認知症の外来受療施設

 認知症の外来治療施設を分析するため、令和 年 月から 月までの医科レセプト 外来院内
処方 および調剤レセプト（外来院外処方）を分析した。

 認知症治療薬（成分名：ドネペジル・ガランタミン・メマンチン・リバスチグミン）を処方さ
れている患者を抽出した。

 北区内で受診している患者は全体の処方の 、区西北部で受診している患者は で
あった。区西北部を除く 区内で受診している患者は ％であり、 区外が ％であ
った（図表 ）。

図表 ：認知症治療薬処方患者における通院医療施設の所在地
北区 区西北部

（北区除く）
区内

（区西北部除く）

区外 合計

人数

％

小括（第 4 章 6･7） 

 令和元年から令和 2 年にかけて外来通院血液透析患者数は後期高齢者ではやや増加傾向が

示唆された。血液透析の通院施設は北区のみで 7 割、区西北部で 9 割近くカバーされていた。

一方で透析患者の入院施設所在地は国保と後期高齢者で違いが見られ、行動能力による違い

がうかがえた。 

 透析患者の療養入院施設は北区のみでは 15％、区西北部でも 30％と低い。都外は全て埼玉県

で全体の 30％を占めていた。透析対応可能な療養先施設の不足がうかがえた。

 認知症患者の約半数が北区内で、約70％が区西北部で治療を受けている。生活習慣病（第4章

5 参照）に比較すると、区外・医療圏内の割合は低かった。



第5章 在宅療養の実態

1 在宅療養医療機関の現状

 北区では か所の在宅療養支援病院 、 か所の在宅療養支援診療所 が 時間体制で在宅
療養を担っている（令和 年 月 日時点）。 歳以上人口 万人当たりの在宅療養支援
病院数および在宅療養支援診療所数は各々 か所、 か所であり、在宅療養支援病院数
は東京都全体および区西北部保健医療圏の平均よりも多いが、在宅療養支援診療所数は平均
を下回っている（図表 ）。

 北区で訪問診療を実施する診療所は か所、 歳以上人口 万人当たりの訪問診療を実施
する一般診療所は か所であり、区西北部の平均より少ない（図表 ）。

 北区で看取りを実施する診療所数は か所、診療所による看取りの実施件数は 件であり、
歳以上人口 万人当たりの看取りを実施する診療所数は区西北部の平均より少ないが、

看取りの実施件数は平均より多い（図表 ）。
 北区で介護保険を扱う訪問看護ステーションは か所、 歳以上人口 万人当たりの訪問
看護ステーションは か所であり、区西北部の平均を下回る（図表 ）。

図表 ： 歳以上人口 万対在宅療養支援病院・診療所数（令和 年 月 日時点）

北区 区西北部 練馬区 豊島区 板橋区 東京都

高齢者人口（万人）

在宅療養支援病院数

在宅療養支援診療所数
高齢者人口 万対
在宅療養支援病院数
高齢者人口 万対
在宅療養支援診療所数
※令和 年 月 日時点での届出受理医療機関数

出典：①在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所：厚生労働省関東信越厚生局「届出受理医療機関名簿」

（令和 年 月より）

② 歳以上人口：「各区 住民基本台帳による高齢者人口 令和 年 月」

在宅療養支援病院：一定の基準を満たした、 時間の在宅診療等が可能な病院。

在宅療養支援診療所：一定の基準を満たした、 時間の在宅診療が可能な診療所。



図表 ：訪問診療を実施する一般診療所数

診療所数
歳以上人口 万対
訪問診療所数

北区

区西北部（北区を含む）

出典：①訪問診療を実施する一般診療所数：「医療計画作成支援データブック（令和元年度）」

② 歳以上人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別） 平成 年 月」

都内 歳以上人口 万対訪問診療を実施する診療所数（区市町村別／圏域別）

図表 ：看取りを実施する診療所数および診療所での実施件数

診療所数
実施件数（平成
年 月分）

歳以上人口
万対診療所数

歳以上人口
万対実施件数

北区

区西北部（北区含む）

出典：①看取りを実施する診療所数、診療所による看取りの実施件数：「在宅医療にかかる地域別データ集」（医療

施設調査・特別集計Ｈ ）より抜粋

② 歳以上人口：上記データ集に収載の人口（ 現在、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び

世帯数調査 総務省）」）

図表 ：介護保険を扱う訪問看護ステーション数・看護職員数（常勤換算）

訪問看護ステ
ーション

歳以上人口
万対訪問看

護ステーション
看護職員数

歳以上人口
万対看護職
員数

北区

区西北部（北区含む）

出典：①介護保険を扱う訪問看護ステーション数：「医療計画作成支援データブック（令和元年度）」

② 歳以上人口「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（町丁別・年齢別）」 平成 年 月



2 要介護者の実態

 令和 年 月末時点で北区の要支援・要介護認定者数は 名であり、 歳以上人口の
増加に伴い漸増している（図表 ）。

 令和 年 月末時点で北区の認定率は であり、東京都（ ）・全国（ ）を上回って
いる（図表 ）。

 北区の要支援者・要介護者数の内訳は令和 年 月末時点で、要支援数 名、要介護者
数 名であり、要支援 、要介護２のみが前年度から減少している（図表 ）。

 介護保険レセプトで全サービスの利用件数を抽出したところ、令和元年度のサービス利用件
数は 件であり毎年 ～ 万件程度の増加がある（図表 ）。

 介護保険レセプトで介護保険施設（介護老人福祉施設サービス・介護老人保健施設サービス・
介護療養型医療施設サービス・介護医療院サービス）の利用件数を抽出したところ、介護老
人福祉施設サービスは増加、介護老人保健施設サービスは一定水準のまま推移している。令
和元年度の介護療養型医療施設サービスの減少分（ ）は介護医療院サービスの利用件数
の増加分（ ）とほぼ同数である（図表 ）。

図表 ：北区の認定者数と北区・東京都・全国の認定率推移
平成
年度

平成
年度

平成
年度

平成
年度

平成
年度

平成
年度

令和元
年度

令和
年度

北区
認定者数
北区
認定率
東京都
認定率
全国
認定率

＊認定率＝ 歳以上の要介護・要支援認定者数÷第１号被保険者数 歳以上



図表 ：北区の要支援・要介護者数の推移

（出典）①北区高齢者人口：平成 年度から令和 年度 北区人口統計表

②北区要介護認定者数・認定率、東京要介護認定率、全国要介護認定率

平成 年度から平成 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」

令和元年度：「介護保険事業状況報告（ 月月報）」

令和 年度：直近の「介護保険事業状況報告（月報）」

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

平成

年度

平成

年度

平成

年度

平成

年度

令和元

年度

令和

年度

平成

年度
平成

年度



図表 ：介護レセプト件数の推移

図表 ：介護保険施設サービス利用件数の推移

＊介護医療院は平成 年度から新設

年 年 年 年 年 年

介護老人福祉施設サービス 介護老人保健施設サービス

介護療養型医療施設サービス 介護医療院サービス

平成
年度

平成
年度

平成
年度

平成
年度

令和元
年度



小括 （5 章） 

 在宅医療を行う医療機関（在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、看取り実施の診療所）の

数や看取りの実施数（高齢者人口あたり）は、都や区西北部の平均とほぼ同程度である。

 介護保険を扱う訪問介護ステーションは区西北部の平均に比較して少なく、職員数も少ない（高

齢者人口あたり）。 

 介護保険の認定者や提供サービスは、要介護が年々増加しており（施設サービス含む）、今後も

在宅療養や介護のための施設の充実とサービスの充実が求められる。



第6章 救急医療の現状

1 救急医療機関の実態

救急診療体制

・ 救急医療機関とは、事故その他の傷病者のうち、救急隊が緊急に搬送する必要があるものに
ついて、収容および治療を行う医療機関である。

・ 救急医療機関はその症状と緊急性から３段階に分けた体制が整えられており、初期（一次）
救急医療機関、二次救急医療機関、三次救急医療機関に分類される。

・ 一次救急医療機関は、在宅当番医、休日夜間急患センター等、そして歯科の つから成り、
各地方自治体により体制は異なる。

・ 東京都には一次救急医療機関が 施設、二次救急医療機関である休日・全夜間診療事業実施
医療機関が 施設、三次救急医療機関である救命救急センターが 施設あり、図表
は区部保健医療圏における二次および三次救急医療機関の配備状況を示す。

図表 ：北区ならびに東京都区部における救急医療機関の状況（令和 年 月現在）

保健医療圏
救命救急センター

休日・全夜間診療事業
参画医療機関

人口
（千人）

機関数 人口 万対 機関数 人口 万対
区中央部
区南部
区西南部
区西部
区西北部
【再掲】北区
【再掲】豊島区
【再掲】板橋区
【再掲】練馬区
区東北部
区東部
区部計
資料：東京都福祉保健局 休日・全夜間診療事業参画医療機関一覧

東京都福祉保健局 東京都の救急医療体制

東京都 東京都の人口（推計）

に



北区の救急診療体制

・ 北区は環状 号線、石神井川を境に 圏域に区分され、環状 号線以北を赤羽圏域、環状
号線以南・石神井川以北を王子圏域、石神井川以南を滝野川圏域と定めている。

・ 医療機関は各圏域に分布しており、一次救急医療機関 件（うち、 件は歯科診療）、二次救
急医療機関６件が配置されているが、三次救急医療機関はない（図表 ）。

図表 ：北区における救急医療機関の分布（令和 年 月現在）

① 一次救急医療機関
・ 北区では日曜日、祝日（振替休日を含む）、年末年始に応急対応可能な施設として、休日夜間
急患センター等、ならびに歯科応急診療を実施している。

・ 休日夜間急患センターとして、北区医師会館２階で北区休日応急診療所を開設し、応急的な
診療を行っている（図表 ）。

・ 歯科では、北歯科医師会館１階および滝野川西区民センター 階で休日歯科応急診療を実施し
ている（図表 ）。



図表 ：休日応急診療提供施設（令和 年 月現在）
施設名 所在地 診療時間

北区休日応急診療所
（北区医師会館 階）

王子 日祝祭日、年末年始

図表 ：休日歯科応急診療提供施設（令和 年 月現在）
施設名 所在地 診療時間

北区休日歯科応急診療所
（北歯科医師会館１階）

中十条 日祝祭日、年末年始

北区休日歯科応急診療所
（滝野川西区民センター 階）

滝野川 日祝祭日、年末年始

② 二次救急医療機関
・ 北区における 次救急医療機関の配備状況は、人口 万人当たり 施設と区部平均に相当
している（図表 ）。

・ 二次救急医療機関に参画している北区の医療機関は 施設あり、赤羽圏域に 施設、王子圏
域に 施設、滝野川圏域に 施設ある（図表 ）。

・ 病院群輪番制はとっておらず、 施設すべてが 時間 日体制で二次救急医療を担ってい
る。

図表 ：北区内東京都指定二次救急医療機関（令和 年 月現在）
医療機関名 診療内容 所在地

王子生協病院 内科系 豊島

赤羽中央総合病院 内科系、外科系 赤羽南

赤羽東口病院 内科系、外科系 赤羽

花と森の東京病院 内科系、外科系 西ヶ原

東京北医療センター 内科系、外科系、小児科系 赤羽台

明理会中央総合病院 内科系、外科系 東十条
資料：東京都福祉保健局 休日・全夜間診療事業参画医療機関一覧

③ 三次救急医療機関（救命救急センター）
・ 北区内には救命救急センターは設置されておらず、重症患者が発生した場合には、区西北部
保健医療圏内、あるいは隣接保健医療圏の直近救命救急センターへ搬送される。

・ 区西北部保健医療圏には帝京大学医学部附属病院、日本大学医学部附属板橋病院の 病院が
救命救急センターとして設置されている。



２ 救急搬送の実態

救急搬送状況

① 全国における救急搬送状況
・ 全国での救急車の救急出動件数は例年増加しており、令和元年には 件（対前年比

件増、 増）となっている。
・ 日平均では 件の出動と、約 秒に１回の割合で救急隊が出動している。
・ 医療機関に搬送された件数を表す、救急車による搬送人員は 件（対前年比
件増、 増）であり、不搬送件数は 件に上る。

・ 救急車による搬送の原因となった事故種別では、急病が 件と全体の を占
め、交通事故が 件（ ）、一般負傷が 件（ ）となっている（図表
）。

・ 年齢別の搬送人員構成比率は 歳以上の高齢者で増加が顕著であり、令和元年では搬送人員
の を占める（図表 ）。

図表 ：全国における救急車による搬送の原因となった事故種別の割合

総務省「令和 年版 救急・救助の現況」の公表

急病交通事故

一般負傷

その他

急病 交通事故 一般負傷 その他



図表 ：全国における年齢別の搬送人員構成比率

総務省「令和 年版 救急・救助の現況」の公表

② 東京都における救急搬送状況
・ 東京都においても同様の傾向がみられ、令和元年の救急出動件数は 件、搬送人員は

件といずれも前年と比較して増加している。
・ 不搬送件数 は 件で、そのうち搬送辞退・拒否が 件（ ）、次いで社会死
が 件（ ）である（図表 ）。

図表 ：東京都における不搬送の内訳（令和元年）

不搬送とは、傷病者またはその関係者が搬送を拒否した場合や明らかに死亡している場合、あるいは医師が死
亡していると診断した場合に医療機関等へ搬送しないものを指す。

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

令和元年

グ

新生児 乳幼児 少年 成人 高齢者

搬送辞退・拒否
社会死

傷病者の発生
事実なし

誤報
立ち去り その他 タ
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③ 北区における救急搬送状況
・ 北区における平成 年の救急搬送件数は 件と増加傾向であった。
・ 搬送傷病者の程度は死亡、重篤、重症、中等症、軽症に 分類され、北区では軽症および中
等症の患者が 以上を占める。これは、他の医療圏と同等であり、救急車の利用が増加し
ている要因として、比較的軽症者が要請している傾向は変わらない（図表 ）。

・ 搬送傷病者を年齢別に小児（ 歳未満）、成人（ 歳）、高齢者（ 歳以上）の 区分に
分類すると、北区における搬送に占める高齢者の割合は と、 区平均の を大きく上
回っている（図表 ）。

・ 歳以上の後期高齢者の割合が と前期高齢者より多いこと、高齢者世帯のうち約 割
は単身世帯であることなどが複合的な要因となり、搬送に占める高齢者の割合を押し上げて
いることが推測される。

図表 ：区部医療圏における搬送者の重症度（平成 年）

資料：救急年報報告（平成 年）



図表 ：年齢層別の救急出動件数（平成 年）

東京消防庁からの提供データより

北区における救急医療の受診状況

・ 令和 年３月時点における北区の国民健康保険被保険者数は 人で、北区住民の
が加入している 。

・ 平成 年 月から平成 年 月までの 年間における国民健康保険のレセプトデータを基
に解析した。

① 時間外外来受診状況
・ 時間外外来受診時に算定される加算項目（休日加算、時間外加算、深夜加算）を用いて、時
間外外来受診件数（北区国保）を抽出したところ、平成 年度の時間外外来受診件数は

件であった。
・ 東京都に限定すると 件であり、北区内に在る医療機関への受診件数は 件
（ ）、隣接区への受診件数は 件（ ）であった。

・ 北区以外の区西北部保健医療圏の受診は 件（ ）で、区西北部保健医療圏全体では
件（ ％）となる。

・ 救急車による搬送事例、旅行先や帰省先、勤務先といった自宅以外からの医療機関受診例も
含まれた結果であるが、北区近郊に受診医療機関は分布していることが分かる（図表 ）。

・ 月毎の受診者数の動向は、 月、 月に多い傾向が見られた（図表 ）。

東京都福祉保健局 令和元年度 福祉統計年報編 国民健康保険（ ～ ）
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図表 ：北区民の受診先医療機関の分布

レセプトデータより

図表 ：月毎の時間外外来受診者数の動向（東京都のみ）

レセプトデータより

件
数

月



３ 小児救急

救急医療体制

① 小児初期救急医療機関
 北区では、子ども（ 歳以下）の急病患者のために、北区子ども夜間救急事業を行ってい
る。

 月曜日から土曜日（国民の祝日及び年末年始を除く）の夜間は東京都北医療センターで初期
救急対応を担い、日祝祭日には北区医師会館 階にて北区休日応急診療所として昼間から夜
間にかけて初期救急を行っている（図表 ）。

図表 ：小児初期救急医療提供施設（令和 年 月現在）
施設名 所在地 診療時間

東京北医療センター 赤羽台
月曜日から土曜日
※国民の祝日、年末年始除く

北区休日応急診療所
（北区医師会館 階）

王子 日祝祭日、年末年始

資料：東京都福祉保健局

② 小児二次救急医療機関
 東京都では、休日の昼間と毎日の夜間に小児の入院を必要とする中等症・重症患者に対応で
きる医療機関を指定している。令和 年 月現在、東京都内の 医療機関（区部では 医
療機関）が指定されており、北区では東京北医療センターの 施設、区西北部保健医療圏で
は 施設が登録されている（図表 ）。

図表 ：小児二次救急医療提供施設（令和 年 月現在）
区 施設名 所在地

北区 東京北医療センター 北区赤羽台

板橋区 日本大学板橋病院 板橋区大谷口上町

板橋区 豊島病院 板橋区栄町

板橋区 帝京大学医学部附属病院 板橋区加賀

豊島区 東京都立大塚病院 豊島区南大塚

練馬区 練馬光が丘病院 練馬区光が丘

練馬区 順天堂大学練馬病院 練馬区高野台
資料：東京都福祉保健局



③ 小児三次救急医療機関
 東京都内で一刻を争う重篤な症状の小児患者が発生したときは、 番通報等により直近の
救命救急センター等へ搬送され、蘇生的処置等が行われる（救命救急センターは都内に 箇
所、 区内に 箇所ある）。

 小児の重症例など、他の医療機関では救命治療が困難な小児重篤患者の受け入れ要請があっ
た場合、「東京都こども救命センター」に搬送される。都内を ブロック（区東、区西南、区
北、多摩）に分割し、各々に 施設設置されている（図表 ）。北区を含む区北ブロック
は、日本大学医学部附属病院板橋病院が指定されている。

図表 ：東京都こども救命センターの分布

北区における小児救急医療の受診状況

・ 平成 年 月から平成 年 月までの 年間における国民健康保険のレセプトデータを基
に解析した。

① 時間外外来受診状況
・ 平成 年度の小児の時間外外来受診件数は 件であった。
・ 東京都に限定すると 件であり、北区内の医療機関への受診件数は 件（ ）、隣接
区への受診件数は 件（ ）であった。

・ 圏外事例は 件であり、成人事例と比較して行動圏内が狭いことが予想され、時間外外来受
診は、成人事例と比較して、より北区近郊の受診医療機関に集中していることがわかる。

・ 月毎の受診者数の動向は成人と異なり、季節に左右されず通年で大きく変化していない。



小括 （第 6 章） 

 北区を含む区西北部保健医療圏では、救命救急センター、一次および二次救急医療機関は、区

部平均とほぼ同程度で、施設や体制の面では整っている。 

 北区での救急搬送は、東京都全体と同様に、軽症が半数程度を占める。また、23 区全体よりも

高齢者の割合が多い。 

 平成 30 年度のレセプトを用いた分析では、時間外受診のうち、北区内の医療機関への受診は

約 60％、区西北部保健医療圏全体では約 80％となる。 

 小児救急では、約 85％が北区内の医療機関を受診しており、ほぼ北区内で完結できていること

がわかる。 
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第7章 出産の現状および周産期医療体制

１ 分娩施設

 北区では、令和元年 月から、北区住民で出産した方に出生通知票の提出を求めている。
 令和 年 月 日に北区に提出された出生通知票データより、母体年齢および分娩施設名
を得た。

 分娩施設名は、同名（あるいは類似の名称）の施設を検索サイト（ ）で検索し、施設
所在地および施設レベル（クリニック、一般病院、周産期センターの 区分）を確認した。
同名の施設が存在しない、あるいは複数存在して特定できない場合には、施設名不明とした。

 施設レベルは、医療機関および厚生労働省ホームページ から病床数や施設認定を確認し、記
載のない場合は施設名に「クリニック」「診療所」があれば「診療所」、「病院」「ホスピタル」
があれば「一般病院」と分類した。

 期間内に出生通知票が提出された 人のうち、 人（ ）で分娩施設名が判明し
た。全体的な傾向を確認するために、分娩数の多い上位 施設の所在地、分娩数および母体
平均年齢（標準偏差）を示した（図表 ）。

 北区内の分娩施設（東京北医療センターおよびスワンレディースクリニック）の分娩数の合
計は （ ）だった。都西北部の医療機関が上位を占めており、多くの妊婦は自宅から
通院しやすい施設での分娩を希望していると推測された。

図表 ：分娩数の多い上位 施設の所在地、分娩数および平均年齢（ 名中）
順位 分娩施設名 所在地 レベル 分娩数 割合 平均年齢

東京北医療センター 北区 一般病院

スワンレディースクリニック 北区 診療所

帝京大学医学部附属病院 板橋区 周産期

加塚医院 豊島区 診療所

板橋中央総合病院 板橋区 一般病院

東京都立大塚病院 豊島区 周産期

荘病院 板橋区 一般病院

日本医科大学付属病院 文京区 一般病院

東京女子医科大学東医療センター 荒川区 周産期

順天堂医院 文京区 周産期

厚生労働省 「周産期母子医療センター一覧」
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2 分娩施設の所在地および分娩施設レベル

 年齢層毎の分娩施設の選択を検討するために、各年代別の分娩施設所在地（図表 ）およ
び分娩施設レベル（図表 ）を示した。（分娩施設が判明した 人のうち、年齢が欠測
した 人を除外し、 人で検討した。）

 代では都外での分娩が 人（ ）で、若年ほど里帰り分娩が選択される傾向がある
ことが予測された。また、 代は都西北部以外の都内での分娩が 人（ ）と多く、自
宅からの距離以外の要素で分娩施設を選択している可能性がある。

 ハイリスクとされる 代では一般病院・周産期センターでの分娩をする人が多いが、診療所
で分娩している人が一定数（ ）いた。北区全体として診療所での分娩が を占め
ていたが、これは全国平均 と比較して少なかった。

図表 ：年代別・分娩所在地別の出生数
年代 区内 都西北部 都内 都外

代

代

代

代

全体

図表 ：年代別の分娩施設レベル毎の出生数

診療所 病院 周産期センター 合計

代

代

代

代

合計

人口動態統計 厚生労働省 平成 年

20
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小括：第 7 章 

 分娩数の多い分娩施設の上位7位までを区西北部医療機関が占めており、通院のしやすさで分

娩施設が選ばれていることが予測できる。北区に分娩施設を増やすことで、より北区妊婦の利便

性が高まると考えられる。 

 北区内の医療機関で分娩した妊婦は約 3 分の 1 で、若年ほど都外での分娩（多くは里帰り分娩

と推測される）が多かった。診療所での分娩の割合は全国平均よりも少なく、近隣に病院や周産

期センターが充実していることがその要因と考えられる。 
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第８章 災害医療体制

１ 東京都北区地域防災計画

 東京都北区地域防災計画（震災対策編・風水害対策編 平成 年 月改定版 東京都北区防
災会議）では、初動期の医療救護活動の流れを図表 のように示している。

図表 ：災害時医療救護の流れ

※災害拠点病院は主に重症者を、災害拠点連携病院は主に中等症者を受入れる。災害医療支援病院は、専門医療

や慢性疾患への対応、その他医療救護活動を行う。東京都北区地域防災計画（震災対策編・風水害対策編 平成

年 月改定版 東京都北区防災会議）より引用。

 東京都は都内にある病院を、「災害拠点病院」、「災害拠点連携病院」、「災害医療支援病院」に
区分している（図表 ）。北区では、災害拠点病院は 施設（図表 ）、災害拠点連携病院
は 施設（図表 ）指定されている。帝京大学医学部附属病院は三地域災害拠点中核病院と
なっている（図表 ）。



図表 ：災害拠点病院等の定義
指定区分 説 明

災害拠点病院 主に重症者の収容・治療を行う病院（基幹災害拠点病院、地域災害
拠点中核病院及び地域災害拠点病院として都が指定する病院）

災害拠点連携病院 主に中等症者や容態の安定した重症者の収容・治療を行う病院
（救急告示を受けた病院等で都が指定する病院）

災害医療支援病院
専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画に定める医療
救護活動を行う病院（災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全
ての病院）

図表 ：区西北部および近隣保健医療圏の災害拠点病院一覧
分 類 組織・施設 病床数 三次救急

地域災害拠点中核病院 帝京大学医学部附属病院 〇
北区内の災害拠点病院 東京北医療センター

区西北部（北区を除く）
の災害拠点病院

東京都立大塚病院
日本大学医学部附属板橋病院 〇
東京都健康長寿医療センター
東京都保健医療公社豊島病院
練馬光が丘病院
順天堂大学医学部附属練馬病院

近隣の二次医療圏におけ
る災害拠点病院

東京都立駒込病院
東京女子医科大学東医療センター 〇

※三次救急とは救命救急センター等の三次救急医療施設をいう。

資料：東京都福祉保健局 東京都災害拠点病院一覧 令和 年 月 日現在

図表 ：北区内の災害拠点連携病院
施設名 地区

花と森の東京病院 滝野川西

赤羽中央総合病院 赤羽東

浮間中央病院 赤羽西

王子生協病院 王子東

神谷病院 王子東

赤羽東口病院 赤羽東

明理会中央総合病院 王子東
資料：東京都福祉保健局 東京都災害拠点連携病院一覧 令和 年 月 日現在



・発災後に緊急医療救護所および医療救護所の医療救護活動や在宅療養者の医療を支援する
「医療救護活動拠点」を北区保健所等に設置し、トリアージや軽症者に対する応急処置や搬
送調整を行う「緊急医療救護所」を医療機関に、地域医療が回復する間の医療機能を確保
し、軽症者（慢性疾患等を含む）への対応や避難所の健康相談等に対応するための「医療救
護所」を学校避難所等に設置している（図表 、 ）。
・医療救護班の編成・派遣については、北区医師会・歯科医師会・北区薬剤師会・柔道整復師
北支部、東京都助産師会北地区分会等へ、別途定める協定書により派遣要請することを東京
都北区地域防災計画（震災対策編・風水害対策編 平成 年 月改定版 東京都北区防災
会議）にて定めている。

図表 ：医療救護所等一覧（北区内）
名称 組織・施設 地区 備考

緊急医療救護所

東京北医療センター 赤羽西

医療機関
花と森の東京病院 滝野川西
明理会中央総合病院 王子東

赤羽中央総合病院 赤羽東

王子生協病院 王子東

医療救護所

西浮間小学校 浮間

学校避難所

赤羽岩淵中学校 赤羽東

桐ヶ丘中学校 赤羽西

明桜中学校 王子東

十条富士見中学校 王子西

滝野川第五小学校 滝野川東

飛鳥中学校 滝野川西

医療救護活動拠点

北区保健所 王子健康支援センター 王子東

区施設赤羽健康支援センター 赤羽東
滝野川健康支援センター 滝野川西

資料：東京都北区地域防災計画（震災対策編・風水害対策編 平成 年 月改定版 東京都北区防災会議）



図表 ：医療救護所等の区分
名称 説明

緊急医療救護所

超急性期において、区が災害拠点病院等の近隣地等に設置・運営する
医療救護所。主に傷病者のトリアージ、軽症者に対する応急処置およ
び搬送調整を行う場所で、急性期以降、近接病院等の状況から閉鎖を
判断する。

医療救護所

概ね急性期以降に、区が学校避難所等に設置・運営する救護所で、地
域医療が復旧するまでの間の医療機能を確保し、軽症者（慢性疾患等
を含む）への対応や避難所の健康相談等を実施する場所。地域の医療
機能や避難所の状況から、巡回による活動の実施や閉鎖を判断する。

医療救護活動拠点

緊急医療救護所および医療救護所の医療救護活動や、在宅療養者の医
療を支援する場所として設置する拠点で、地域医療情報の集約、連絡
調整、医薬品の中継、応援医師や の活動の拠点として活用す
る。

資料：東京都北区地域防災計画（震災対策編・風水害対策編 平成 年 月改定版 東京都北区防災会議）

小括 （8 章） 

 災害医療体制としては、区西北部保健医療圏において、災害拠点病院、災害拠点連携病院、災

害医療支援病院、区内においては、緊急医療救護所、医療救護所、医療救護活動拠点が整備

されている。

 今後は、感染症への対応を含めて、有事の時を想定した医療体制の整備と連携を一層進める。



第9章 まとめ

＜地域特性と人口構成・推計＞

 北区は複数の区および埼玉県（川口市）と接しており、交通の便がよく、区外の医療施設等
へのアクセスもよいため、区外の医療環境なども考慮する必要がある。

 北区の年少人口と生産年齢人口の割合は東京都と比べてやや低く、老年人口の割合は高い。
将来推計では令和 年以降、生産年齢人口が減少し、老年人口（特に 歳以上）が増加す
る。

 東京都特別区の中でも高齢化率が高く、今後、医療介護福祉の課題がさらに大きくなると予
想される。

＜死因・平均寿命と生活習慣病＞

 主要疾患の標準化死亡比を特別区平均および東京都と比較すると、特に北区男性の死亡比が
高い。北区の主要死因 位は悪性新生物（がん）で、これは男女ともに標準化死亡比も高い。

 糖尿病、脳卒中、心臓病の既往歴がある人数は、 代～ 代の幅広い年代において東京都全
体よりも高い。

 これらのことから、がんや循環器等の罹患や死亡を高めるなんらかの要因があると推測され
る。

＜特定健康診査等に関する所見＞

 特定健康診査の受診者は未受診者に比較して、生活習慣病等の医療費が低く、健康診査が医
療費を適正化することに一定程度寄与していると考えられる。

 健診受診率と比較して受診勧奨者の医療機関受診率が低く、十分な受診勧奨ができていない
可能性がある。

 メタボ予備群をはじめ、腹囲、血糖、血圧、脂質のリスクを持つ者が、都平均に比較して高
い割合である。飲酒量は都平均を上回っており、特に女性の飲酒量が多いなど、不健康な生
活習慣がその背景のひとつであると考えられる。



 がん検診では、都平均に比較して検診受診率が低く、要精検率が高い。このことから、がん
検診の低い受診率が、要精検率や死亡率の高さに関係している可能性がある。

 これらのことから、特定健診やがん検診の受診勧奨、健診受診後の医療機関への受診勧奨、
飲酒等の生活習慣の改善等が、区民の健康状態の改善ならびに医療費の適正化に結び付くこ
とが推測される。

＜一人当たりの医療費＞

 北区の外来・入院の一人当たり医療費は特別区の中で高い傾向にあり、特に慢性腎臓病（透
析有）の一人当たり医療費は、外来・入院ともに都平均より高い。

 生活習慣病のうち、一人当たりの外来・入院医療費が高いのががん（悪性新生物）であり、
がんの医療費も都平均より高い。

 医療費の高い要因について、より詳しく検討する必要がある。

＜病床数＞

 地域医療構想の中で、将来に向けて、北区を含む区西北部構想区域（医療圏）における病床
の機能分化（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）が進められている。

 区西北部区域全体では、大学病院等もあることから、高度急性期および急性期の割合が高く、
また、すべての機能で完結率が高い。

 ただし、区西北部区域では、回復機能および慢性機能の病床数が少なく、将来的にも必要数
に比較して不足することが予測される。

＜病院および診療所の数＞

 北区では中小規模の病院が多いが、区西北部保健医療圏を含めると、一般病床、精神病床、
診療所等の医療機関は整備されている。

 慢性期病床の半数以上が経年劣化している可能性があり、将来的な需要増加が見込まれる慢
性病床の安定した供給のためにも、病院の法定耐用年数に照らし合わせた調査が必要である。



＜施設種類別の病院および診療所の数と病院の指定等の状況＞

 北区には特定機能病院がないなど、高度な医療資源は限定されるが、 つの大学付属病院の
ある板橋区をはじめとした区西北部保健医療圏でみると、救急医療、各種専門医療、災害医
療に対応した施設が整っている。

 そうした医療圏の中で、区としてどのような機能の医療資源が必要かを検討する必要がある。

＜脳卒中・急性心筋梗塞・がん（悪性新生物）＞

 地域医療計画でも示されている脳卒中、心臓病、がん（悪性新生物）の医療については、北
区のみでは不十分なところがあるが、板橋区、豊島区、練馬区を含めた区西北部保健医療圏
では、いずれの疾病もある程度十分な施設と機能があると考えられる。

＜疾患別の受療人数＞

 脳卒中、心筋梗塞、悪性新生物・がん（部位別含む）、大腿骨頸部骨折において、多少の変動
はあるものの、経年的に大きな増減は認められなかった。

 その中で、後期高齢者の大腿骨頸部骨折がやや増加傾向にあり、受療数の多い脳卒中やがん
とともに、医療需要の大きな疾病と考えられる。

＜年度別・疾患別の受療施設の所在地＞

 区内での受療が比較的多い疾病は、脳卒中、急性心筋梗塞、大腿骨頸部骨折、胃がんで約 ％
程度であった。一方、区内での受療が比較的低い疾病は、肺がん（ ％未満）、肝臓がん（約
％）であった。

 脳卒中、急性心筋梗塞、大腿骨頸部骨折では、約 分の が区西北部保健医療圏で受療がな
されていた。がんは総じて約半数であった。

 年度によって多少の増減はあるものの、経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。



＜がん（悪性新生物）および大腿骨頸部骨折の手術件数と実施病院の所在地＞

 手術については、受療状況とほぼ同様で、肺がんと肝臓がんで区内医療機関での実施が少な
かった（それぞれ、 および ％程度）。がんのほぼ半数が、区西北部保健医療圏内医療施設
で実施されていた。経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。

 大腿骨頸部骨折では、区内、区西北部保健医療圏、 区内での手術が減少し、 区外での手
術が多くなる傾向が見られた。

＜脳梗塞および虚血性心疾患に対する治療の実施件数および実施病院の所在地＞

 脳梗塞に対する および虚血性心疾患に対する経皮的冠動脈インターベンション（ ）
は、いずれも半数程度が区内、 分の 程度が区西北部保健医療圏の医療機関で実施されて
いた。経年的に大きな変動の傾向は見られなかった。

＜生活習慣病患者の外来受療施設＞

 令和元年から令和 年にかけての主な生活習慣病患者（高血圧症、糖尿病、脂質異常症）の
外来受療件数は国保、後期高齢者ともに大きな差はなく、少なくともこの期間の生活習慣病
については、 の影響はさほど大きくなかったと思われる。

 生活習慣病の外来受療施設の所在地は、北区で約 割、区西北部圏全体で約 割となってい
る。また、疾患別の外来受療施設についても約 割が区西北部保健医療圏内で受診している
が、糖尿病は他の疾患に比較して区外および圏域外が多い。

＜人工透析の外来および入院受療施設および認知症＞

 令和元年度から令和 年度にかけて血液透析外来通院患者数は後期高齢者ではやや増加傾向
が示唆された。血液透析の通院施設は北区のみで 割、区西北部で 割近くカバーされてい
た。一方で透析患者の入院施設所在地は国保と後期高齢者で違いが見られ、行動能力による
違いがうかがえた。

 透析患者の療養入院施設所在地は北区のみでは 、区西北部でも と低い。都外は全て
埼玉県で全体の を占めていた。透析対応可能な療養先施設の不足がうかがえた。



 認知症患者の約半数が北区内で、約 ％が区西北部で治療を受けている。生活習慣病（第
章 参照）に比較すると、区外・医療圏内の割合は低かった。

＜在宅医療の現状および要介護の実態＞

 在宅医療を行う医療機関（在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、看取り実施の診療所）
の数や看取りの実施数（高齢者人口あたり）は、都や区西北部の平均とほぼ同程度である。

 介護保険を扱う訪問介護ステーションは区西北部の平均に比較して少なく、職員数も少ない
（高齢者人口あたり）。

 介護保険の認定者や提供サービスは、要介護が年々増加しており（施設サービス含む）、今後
も在宅療養や介護のための施設の充実とサービスの充実が求められる。

＜救急医療の現状＞

 北区を含む区西北部保健医療圏では、救命救急センター、一次および二次救急医療機関は、
区部平均とほぼ同程度で、施設や体制の面では整っている。

 北区での救急搬送は、東京都全体と同様に、軽症が半数程度を占める。また、 区全体より
も高齢者の割合が多い。

 平成 年度のレセプトを用いた分析では、時間外受診のうち、北区内の医療機関への受診は
約 ％、区西北部保健医療圏全体では約 ％となる。

 小児救急では、約 ％が北区内の医療機関を受診しており、ほぼ北区内で完結できているこ
とがわかる。

＜分娩施設の現状および所在地・分娩施設レベル＞

 分娩数の多い分娩施設の上位 位までを区西北部医療機関が占めており、通院のしやすさで
分娩施設が選ばれていることが予測できる。北区に分娩施設を増やすことで、より北区妊婦
の利便性が高まると考えられる。

 北区内の医療機関で分娩した妊婦は約 分の で、若年ほど都外での分娩（多くは里帰り分
娩と推測される）が多かった。診療所での分娩の割合は全国平均よりも少なく、近隣に病院
や周産期センターが充実していることがその要因と考えられる。



＜災害医療体制＞

 災害医療体制としては、区西北部保健医療圏において、災害拠点病院、災害拠点連携病院、
災害医療支援病院、区内においては、緊急医療救護所、医療救護所、医療救護活動拠点が整
備されている。

 今後は、感染症への対応を含めて、有事の時を想定した医療体制の整備と連携を一層進める
必要がある。



附 図 表

87

附図表1－1　診療報酬請求件数・外来（国保、医科レセプト、月別）
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附図表1－2　診療報酬請求件数・入院（国保、医科レセプト、月別）
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附図表2－1　診療報酬請求件数・外来（国保、医科レセプト、性・年齢階級別）
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附図表2－2　診療報酬請求件数・入院（国保、医科レセプト、性・年齢階級別）
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附図表3－1　診療報酬請求件数・外来（後期高齢、医科レセプト、月別）
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附表図3－2　診療報酬請求件数・入院（後期高齢、医科レセプト、月別）
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附図表4　診療報酬請求件数・外来（後期高齢、医科レセプト、年齢階級別）
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附図表5　診療報酬請求件数・調剤（国保、月別）
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附図表6　診療報酬請求件数・調剤（国保、性・年齢階級別）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度
男性 0～9歳

10～19歳
20～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～69歳
70歳～

女性 0～9歳
10～19歳
20～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～69歳
70歳～

0

40,000

80,000

120,000

男 性

H26年度 H27年度 H28年度
H29年度 H30年度 R元年度

0

40,000

80,000

120,000

女 性

H26年度 H27年度 H28年度
H29年度 H30年度 R元年度



96

附図表7　診療報酬請求件数・調剤（後期高齢、月別）
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附図表8　診療報酬請求件数・調剤（後期高齢、年齢階級別）
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附図表9　診療報酬請求件数・DPC（国保、月別）
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附図表10　診療報酬請求件数・DPC（後期、月別）
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